



































































































　本研究では，健康保険法が施行された 1927 年から終戦の 1945 年までを中心に，出産給付に関す
る制度の変化を当時の資料をたどることで，現在の出産給付制度の成り立ちを明らかにする。戦前





























男 574,064 人 444,491 人 1,018,555 人
女 566,871 人 356,090 人 922,961 人





















ことではなかった（６）。実際の分娩費の給付件数を見ると，1927 年に 49,083 件（政府管掌 30,185 件，
組合管掌 18,898 件），10 年後の 1937 年には 95,884 件（政府管掌 86,517 件，組合管掌 9,367 件）の
給付がなされていた（厚生省保険局 1958：80，88）。被保険者に対する割合を見ると 1927 年から
1934 年度には女性の被保険者 1,000 人あたり政府管掌で約 50 〜 80 件，組合管掌でも約 20 〜 50 件
の出産があったことになる（社会局保険部 1937：238-241）。同時期の被保険者の男女比は 1 対
0.67-0.89 であること（社会局保険部 1937：165-166 より計算），同時期の日本全体の出生率は人口
1,000 人当たり 29.9 〜 34.1 であることを合わせて考えれば，単純な比較は難しいが，被保険者に占
める分娩件数の割合は，全国の出生率と比較しても極端に低くはなかったと言えるだろう。
　分娩費の給付水準は，「普通の分娩の際に於ける産婆に対する報酬其の他の諸費に充つる」（社会
局保険部　1937：113）ことが期待され，1 件当たり 20 円の現金給付とされた。1927 年当時，分娩
は自宅で行うものであり，立ち合う専門職としては産婆の割合が圧倒的に高かった。その一方で，












（７）　1932 年の医政調査資料第三号によると，全国（内地）11,900 余の町村中，開業医師なき町村が 3,231，開業歯










分娩取扱料が 1 件 15 円以上であった（青木 1935：168-169）。一方で，1925 年から 1927 に実施さ
れた東京市による「市内細民」の出産の実態調査からは，1 回の出産に必要な費用は，産婆への報
酬 8 円 62 銭を含み産具・児の衣類等の費用を合わせて平均 18 円 30 銭の負担であった（東京市政



















































































保険産婆制度がとられていた 1932 年から 1942 年において，分娩の現物給付は広く行われていた。
例えば 1938 年には政府管掌で分娩費給付件数（被保険者の分娩件数）の 94.3%，組合管掌で
56.6%，全体で 89.5% と多くの現物給付が為されていた（保険院社会保険局 1942a：47，86 より計















するが，1920 年以降の妊産婦保護政策もあり，1912 年に 29,376 人，1922 年に 37,714 人だった全国の産婆数は，
1930 年には 50,312 人，1935 年には 59,560 人と大幅に増加している（伊藤 1998：745）。そのため，分娩の現物給














に設立認可された 283 組合中 126 組合に助産の給付の規定があり，実際に全 456 組合中 159 組合で
合計 5,646 件の助産の手当が給付されている（厚生省保険局 1943：20，32，40）。さらに 1944 年度
には全 10,309 組合中，73％にあたる 7,557 組合が助産の給付を行っていたとされており，出産給付
が国民健康保険法でも例外的なものではなかったことがうかがえる（菅谷 1977：201）。
　このように，分娩の現物給付は健康保険法・国民健康保険法のいずれにおいても広く行われてい
（１７）　例えば埼玉県では，県が保険産婆の指定を始めた 1932 年 1 月 1 日付で，610 人の保険産婆が指定されている。








（２０）　1933 年の調査によると，東京府東京市の出産 100 に対する死産は 1.58，出生 100 に対する乳児死亡は 2.57 で
あったのに対し，青森県八戸群で死産 2.72，乳児死亡 6.81，石川県珠洲郡で死産 2.05，乳児死亡 9.13，岡山県勝田
郡で死産 1.92，乳児死亡 4.53，熊本県阿蘇郡で死産 0.96，乳児死亡 4.05 と地方郡部の方が高いことが多かった（愛
育会 1933：1）。
（２１）　国民健康保険法に基づく実際の組合規定を見ると，村内産婆や直営産婆，該当市町村の産婆会と契約した現















時期は異なるものの（２３），法的には 1942 年 2 月 21 日公布（翌 1943 年 4 月 1 日全面施行）の健康保
険法改正の際に廃止された。しかし，その直前まで分娩の現物給付は広く行われている。例とし


















（日本医療団総裁調査部 1943：46）。しかし，実際には 1939 年における全国の出産児のうち，病産
院で出生したのは 6% に過ぎなかった（日本医療団総裁調査部 1943：4）。そのため，死産の原因
である骨盤位や早産の原因となる妊娠中毒症に早く対処するために庶民階級への妊娠初期からの医
（２３）　助産の手当の契約主体は地方自治体であったため，地域によって状況は異なる。例えば東京府では，1941 年
9 月 18 日付で警視庁と東京府産婆会の契約が廃止（警視庁令第二十七號），埼玉県では 1941 年 4 月 15 日付で健康
保険産婆の指定が取り消された。しかし，1942 年 8 月発行の社会保険医務必携では「助産手當」の欄があり，「尋
常分娩の助産は，原則として産婆に於て之を行ふべきもの」と記載があるため（中辻 1942：232-233），1942 年の
時点で契約が継続していた府県もあると推測される。なお，1943 年 8 月発行の逐条解説健康保険実務必携では分
娩費の給付が 30 円となったことが明記され，「尚産院収容の時以外の手當は現在爲されなくなった。」との記載が
ある（山尾 1943：79-81）ことから，実務レベルでも 1942 年 2 月 21 日公布，1943 年施行の健康保険法改正まで
は現物給付が一部なりとも行われていたと考えて良いだろう。
（２４）　大西は 1969 年の衆議院予算委員会の議事録をもとに，助産の手当は自然消滅したと主張するが（大西 2014：
19），助産の手当が最も多かった 1937 年には出産給付の 89.2% にあたる 45,166 件の現物給付が為されていた（保
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